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横浜市ホームヘルプ協会の設立・変遷過程
――ホームヘルプサービス事業を中心に――
松 原 日 出 子
１．問 題 の 所 在
本論は横浜市ホームヘルプ協会（以下，特別の箇所を除いて「協会」と表記
する）の成立・変遷に焦点を当てた論考である。協会の設立過程については先
に「横浜市ホームヘルプ協会の設立過程－〈五つの報告書〉を中心に－」にお
いて解明する機会を得た。先の論考では設立の過程を設立にかかわる〈五つの
報告書〉に限定して考察を行ったため，協会の設立と変遷を，時系列的に観察・
詳述することができず，その作業を別稿に委ねる結果となった。確かに横浜市
ホームヘルプ協会の性格は先に検討した〈五つの報告書〉をもって把握するこ
とが可能である。しかし，協会は設立以降時間の経過する中で姿を変えている
ことも事実であり，協会の性格に関する正確な理解には設立以後の協会の動き
を丹念に追う試みが必要である。
およそ組織や団体は常に内部的・外部的状況から当初に掲げた理想や方針を
修正することがある。横浜市ホームヘルプ協会も例外ではない。ここでは，当
初理念の修正を予想の範囲内にあるものと認識し，協会の動きを丹念に追うこ
とで，協会の性格に関する理解を深めたい。
もとよりこうした試み－過程を丹念に追う試み－は，時として，読者に退屈
な思いをさせることがある。それを承知しつつ，なお，本論が変遷過程に拘る
のは何故か。協会が時間的推移のなかで当初の理念に修正を加えているという
ことは，単に，成立当初協会の掲げた理念に曖昧さがあったということではな
い。何よりも協会には当初手探りの状態で出発したという事情がある。社会情
勢の深刻さは協会に多くの時間を与えなかった。そこに，戸惑いをもって進む
協会の姿がある。協会の揺らぎは協会の内部事情のみによるものではない。協
会の戸惑い，〈変遷〉には，「国の在宅福祉政策とそれを受けた横浜市の在宅福
祉に関する方針」の揺らぎも読み取ることができる。
２．横浜市ホームヘルプ協会の変遷
横浜市ホームヘルプ協会の変遷を見るためには歴史年表が不可欠である。そ
のために作成したのが横浜市ホームヘルプ協会に関する「歴史年表」（末尾資
料）１）である。なお，「歴史年表」はいささか煩雑である。煩わしさをさけるた
めに「協会の沿革」２）を用意した。
小論は横浜市ホームヘルプ協会が，「利用者急増に対応し，質の高いサービ
スを提供するためにどのような工夫を行ってきたのか」，「来るべき介護保険制
度にどのように対応しようとしていたのか」という２点に注目しながら，主に，
「協会の沿革」に沿って，協会の変遷過程（１９８４年～１９９９年）について記述
を行うものである。
まず本節では，表１を参照しつつ協会の沿革について簡単な説明をしたい。
横浜市は，１９８４年３月，検討委員会から答申された「福祉サービス供給組
織研究委員会最終報告」を受け，同年４月には準備担当職員を発令し，６月に
は事務局体制を発足させた。同年９月に任意団体を設立するとともに，１２月，
財団法人横浜市ホームヘルプ協会を設立してホームヘルプサービス事業を開始
した。
協会が設立されてしばらくの間は，ヘルパーに対する研修が主な取り組みと
なった。協会にとっての初めての全体研修が１９８５年２月に開催される。この
全体研修はその後２００３年度まで毎年開催されるが，それと並行して協会は各
区ごとに「地区別研修」を開催し，グループ討議や講演会を通じて相談指導員
（ヘルパーと利用者のコーディネーター役）とヘルパーとの交流を行った。この
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年 月 適 要
１９８４年 １２月 財団法人横浜市ホームヘルプ協会設立，ホームヘルプサービス開始
１９８５年 ２月 第１回全体研修開催
１９８６年 ３月 協会報「ホームヘルプよこはま」創刊（年３回）
４月 第１回ホームヘルパー育成研修開催
１９８８年 ８月 ヘルパー向け「交流室だより」創刊（月１回）
９月 「交流室」開設
１０月 訪問入浴サービス開始
「土曜サロン」開設
１９８９年 １２月 ケアヘルパー（週５日時間拘束型）を導入
５周年記念大会開催（５年勤続ヘルパー表彰），５周年記念誌出版
１９９０年 １０月 介護手当制度開始（介護サービスを行っているホームヘルパーに業務程度に応じ
て支給）
１９９１年 ９月 ホームヘルパーのグループ活動に助成を開始
理事長への手紙－協会への私の提案・ヘルパー活動着デザイン募集
１０月 戸塚事務所（支部第１号）開設
ガイドヘルプサービス開始（視覚障害者・全身性障害者の外出介助）
１９９２年 １月 第１回ヘルパー感謝会開催
３月 ７周年記念パネルディスカッション開催
６月 ヘルパー募集・登録・研修等の業務を担当する「人材開発課」を設置
１０月 一時入所送迎サービスを開始
１９９３年 １０月 夜間及び祝日・年末年始のホームヘルプサービスの開始
１９９４年 ２月 第２回ヘルパー感謝会開催
８月 チーフヘルパーを導入（相談指導業務と共にヘルプ活動・介護指導も行う）
シニア・りぶいん巡回相談事業を開始（民間借り上げ型高齢者用市営住宅）
１０月 港北事務所（支部第２号）開設
１９９５年 ３月 １０周年記念シンポジウム，永年活動（１０年勤続）ヘルパーの集い開催，１０周年記念誌
出版
６月 早期対応ケアヘルパーを導入（派遣開始日までの期間を短くするために派遣）
８月 シルバーハウジング巡回相談事業を開始（直接建設型高齢者用市営住宅）
１０月 経験加算開始（ヘルパー経験５年以上かつ２，５００時間以上の経験者に賃金加算）
１９９６年 ３月 永年活動（１０年勤続）ヘルパーの集い開催
１０月 矢向地域ケアプラザ受託運営開始（通所介護，居宅介護支援，地域交流，在宅介
護支援）
１１月 ２４時間巡回型ホームヘルプサービス事業を西区で開始
１９９７年 １月 社会福祉法人横浜市福祉サービス協会設立
３月 財団法人横浜市ホームヘルプ協会解散
永年活動（１０年勤続）ヘルパーの集い開催
４月 横浜市阿久和（現新橋）ホーム受託運営開始（養護老人ホーム）
相談指導課を派遣調整課，人材開発課を企画研修課に名称変更
６月 藤棚地域ケアプラザ受託運営開始
７月 瀬谷事務所（支部第３号）開設
１０月 難病患者等ホームヘルプサービス事業を開始
ホームヘルプサービスの３６５日派遣を開始
２４時間巡回型ホームヘルプサービス事業を南区で実施
新橋ホーム・藤棚地域ケアプラザで在宅介護支援センター事業開始
表１ 横浜市ホームヘルプ協会の沿革
横浜市ホームヘルプ協会の設立・変遷過程 ２２３
地区別研修は，１９９８年に「地域交流セミナー」と改称され，現在の各区事業
所ごとの職場研修に至っている。さらに１９８６年４月，協会は独自に介護技術
を身につけるための「育成研修」を開始した。この育成研修は，１９９２年度以
降，市のホームヘルパー２級養成研修委託事業，さらに１９９６年度以降ホーム
ヘルパー３級養成研修事業として引き継がれ，１９９９年３月まで続けられた。３）
一方，広報面では協会はどのように取り組んでいたのだろうか。協会による
最初の協会報「ホームヘルプよこはま」４）は１９８６年３月に創刊されている。さ
らに協会は１９８８年８月，ヘルパー向け通信「交流室だより」を創刊した。同
年９月には事務所内に「交流室」，５）１０月には「土曜サロン」６）が開設され，以後
ホームヘルパーの相談・交流の場として機能した。交流室だよりはその後月１
回発行され，２０００年４月の名称変更（「スタッフ通信あいあい」）を通じて現
在に至っている。
１９８８年１０月に訪問入浴サービスが開始された。ここから協会の在宅福祉事
業の多角化が始まる。事業の展開は，その後ガイドヘルプサービス開始（１９９１
年１０月），一時入所送迎サービス開始（１９９２年１０月），夜間及び祝日・年末
年始のサービス開始（１９９３年１０月），高齢者用市営住宅巡回相談員派遣事業
年 月 適 要
１９９８年 ２月 タイムヘルパー（週３２時間拘束型）を導入
３月 チーム運営制の導入（チームを作りサービスをモデル的に行う）
５月 ホットほっと福祉シンポジウム開催
８月 金沢事務所（支部第４号）開設
９月 矢向地域ケアプラザで在宅介護支援センター事業開始
１０月 デイサービスのホリデイサービス（日曜日）の開始
２４時間巡回型ホームヘルプサービス事業を鶴見・金沢・戸塚・瀬谷で実施
知的障害者へのガイドヘルプサービス開始
１２月 中山地域ケアセンター受託運営開始及び介護支援センター事業開始
「ふれあい１１０番」（ヘルパー電話相談）開設
１９９９年 ２月 ヘルパーステーション１４ヶ所開設
３月 活動感謝の集い（ヘルパー・施設職員の１０年，５年活動表彰）開催
５月 泥亀地域ケアセンター受託運営開始
ヘルパーステーション１５ヶ所開設
７月 ヘルパー応援 BOOK出版
（事業年報，交流室だより，福祉のまち「よこはま」から，筆者が作成）
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開始（１９９４年８月），２４時間巡回型ホームヘルプサービス開始（１９９６年１１
月），難病患者等ホームヘルプサービス・ホームヘルプサービス３６５日派遣開
始（１９９７年１０月）と進められた。一方，このような事業の展開によって運営
面での改善が徐々に求められるようになり，ケアヘルパーの導入（１９８９年１２
月）を始め，介護手当制度開始（１９９０年１０月），人材開発課の設置（１９９２年
６月），チーフヘルパー導入（１９９４年８月），経験加算制度導入（１９９５年１０月），
「ふれあい１１０番（ヘルパー相談電話）」開設（１９９８年１２月）等，徐々に新
職階の導入や待遇改善，組織機構の改革を行っている。
１９９７年は協会が新法人「社会福祉法人横浜市福祉サービス協会」へと改組
された年である。そして介護保険への対応を視野に入れ，また入所施設経営を
含めた多角的経営を視野に入れ，各種事業を展開する。同年４月に老人ホーム
の受託運営も開始し，現在では３施設を運営する。また改組の前年に矢向（鶴
見区）で初めて開設されたケアプラザはその後横浜の各区に広がり，後の在宅
介護支援業務の礎となった。以上が１９９９年までの横浜市ホームヘルプ協会の
動きである。
３．協会における四つの発展段階
－国の方針と横浜市の対応を中心に－
横浜市ホームヘルプ協会は，在宅福祉分野における民間団体であり民間団体
としては開拓者（パイオニア）の位置にある。以下においては，そのことを念
頭において，協会の変遷をいくつかの資料から眺めてみることにしよう。
まず，利用者数と活動ヘルパー数の変化をまとめた図（図表１）をみると，
協会には，利用者，ヘルパーともに微増を続けた時期，利用者が急増した
ことに合わせてヘルパー数の増加が図られた時期，利用者数，ヘルパー数共
に減少に転じた時期の三つの時期があることがわかる。すでに見たように，協
会は１９９７年に新法人「社会福祉法人横浜市福祉サービス協会」に改組されて
いるので，さらにの時期を，法人の改組前後で二分してとらえることができ
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る。いま協会に見られるこの変遷過程を，「離陸期」（１９８４年～１９８９年）「拡大
期」（１９９０年～１９９５年）「改変期」（１９９６年～１９９９年）「再編期」（２０００年～）
と呼ぶことにしよう。それぞれの時期に起きた主な出来事を整理・読み込むこ
とによって，協会が外部からの要請や動きにどのように対応したか，その動き
を観察したい。なお，介護保険制度後は協会を取り巻く状況も大きく変化する
ところから，本論では，以上の４期のうち 改変期（第三期，協会によるホー
ムヘルプサービス事業が中心的位置にあった時期）までを記述するにとど
め，４期以降の推移については後日の課題としたい。
 第一期：離陸期（１９８４年～１９８９年）
国・全国的動向
高齢者を対象とした在宅福祉事業は，１９７０年代まで専ら無償のサービスと
して行われていた。そのような状況に大きな転換をもたらしたのが，有料ホ
ームヘルパーの新設検討を提示した全国社会福祉協議会在宅福祉サービス研究
委員会提言，「在宅福祉サービスに関する提言」（１９７７年）と，在宅福祉の
新たな担い手としてボランティア活動への期待を明言した全国社会福祉協議会
図表１：利用者と活動ヘルパー数の推移
２２６ 松山大学論集 第１８巻 第６号
研究報告，「在宅福祉サービスの戦略」（１９７９年）であった。これらの二つの
提言を受け，中央社会福祉審議会は「当面の在宅老人福祉対策のあり方につい
て」という意見具申（１９８１年）を行い，在宅福祉サービスの有料制度の導入
について具体的な改定内容を提案した。「老人家庭奉仕員派遣事業要綱」（１９８２
年）の改正はこのような経緯をもって生まれたものである。１９８２年の改正で
は，在宅福祉サービスの派遣が有料化されたほか，サービスの担い手の非常勤
化も図られた。家庭奉仕員の勤務体制を弾力化しマンパワーの確保を図るた
め，非常勤家庭奉仕員に関する規定を改め，「臨時的介護需要にも対応できる
ように日給のほか，新たに時間給の家庭奉仕員の設置ができるようにした」ほ
か，「家庭奉仕員の身分をそれまでの〈原則常勤〉から〈恒常的，臨時的介護
需要等を総合的に判断して決定する〉」ものへと変更したのである。それは非
常勤・パート制・時間給制を導入し潜在的ニーズに対応するための改正であ
り，ヘルパー増員を目指したものであった。
しかし，ホームヘルパーの非常勤化の進行は，一方で，提供されるサービス
の質の低下につながる恐れがある。そのために，国は１９８５年に「主任家庭奉
仕員制度」７）の導入を図り，ホームヘルパー２０人に主任家庭奉仕員１人を配置
し，主任家庭奉仕員による家庭奉仕員への指導を通じてサービスの質の向上を
図ろうとしたのである。このように，当時の在宅福祉事業は，一方で人的資源
確保のために柔軟な勤務体制を導入しつつ，他方ではサービスの質を維持する
という難しい問題に直面していたのである。
横浜市ホームヘルプ協会の対応
設立時，協会は「誰にでも」「何でも」「いつでも」「どこでも」を理念とし
て，充実した在宅福祉サービスを提供しようとした。しかし，先述したような
状況もあってその実現には多くの困難があった。そのため，協会の事業は「ビュ
ーロクラシーによる弾力性を欠いた定型的サービス」（横浜市社会福祉協議会
自主研究会：１９８５）と批判されることになった。協会の抱えた問題はほかにも
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あった。大量の人手確保にあたっては，いかに退職者を少なく抑えるかという
こともそのひとつである。
この課題に対する協会の取り組みは，協会独自の研修プログラム，経験
者による同行指導，ヘルパー間の相互交流，の三点にまとめられる。の研
修プログラムについては，１９８５年２月から「全体研修」を開催すると同時に，
各区毎の「地区別研修」を同時並行で実施した。さらに１９８６年４月からは新
しいプログラムとして「育成研修」を始めた。の同行指導とは，ホームヘル
パーが利用者宅を初回に訪問する際は相談指導員が必ず同行し介護について
様々な指導をするというものである。のヘルパー間の相互交流については，
協会報「ホームヘルプよこはま」（１９８６年３月）を発刊し，ヘルパー向け通信
「交流室だより」（１９８８年８月）を創刊。さらに，１９８８年９月には相談指導員
とヘルパー，またヘルパー同士の交流を促すために「交流室」を用意し，１０
月からは毎土曜日に指導員が常駐し，ヘルパーの相談に応ずる「土曜サロン」
を開始する。
このように，協会は様々な研修プログラムを通じて業務能力を高める一方，
組織内におけるコミュニケーション能力の向上８）に取り組み，協会の安定的運
営に努めている。事実，そうした取り組みを反映して，その後協会の規模は順
調に拡大した。１９８４年度の設立時には，利用者６９２人，活動ヘルパー６０５人
で出発した協会が，５年後の１９８９年度には，利用者２，５３４人，活動ヘルパー
１，６４８人を数えている。
 第二期：拡大期（１９９０年～１９９５年）
国・全国的動向
１９８９年の老人家庭奉仕員派遣要綱の改正によって，派遣対象が「老人又は
その家族が老人の介護サービスを必要とする場合」と大きく広げられることと
なった。また，同年の高齢者保健福祉推進１０か年戦略で，ホームヘルパー設
置の目標値が１０万人と具体的に定められ，高齢者に関する保健・医療・福祉
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サービスの基本的方向（市町村における在宅福祉対策の緊急整備としていわゆ
る３本柱としてホームヘルパー・ショートステイ・デイサービスが挙げられ
た）が明示された。これらの大きな制度改革によって，ホームヘルプサービス
は，その後，国内全域にしっかりと根を下ろすこととなった。
このようにホームヘルプサービスの利用機会を増大させる試みは，同時に，
ホームヘルプサービスの内容を大きく変化させることとなった。第一に，ホー
ムヘルパーの業務内容は「介護」「家事」に大きく区分され，介護業務の賃金
単価が家事業務の１．５倍で計算されることとなった。第二に，在宅福祉サービ
スにおける多職種間連携やサービスの統合化の必要性が認識されるようになっ
たことから，１９９２年にはそれまでの「主任家庭奉仕員」制度が廃止され，新
たに「チーム運営方式」９）が導入されることとなった。第三に，在宅サービス
利用者のニーズに対応するため，１９９５年には「２４時間対応ヘルパー事業（巡
回型）」１０）が導入され，多様なサービスが開発・実施されるようになった。
横浜市ホームヘルプ協会の対応
在宅福祉サービスの利用機会の増大により，協会のサービス利用者数は，前
年度比伸び率が毎年２０％以上という大幅な伸び率を記録したことは先に見
た。しかし，活動ヘルパー数は利用者数のような伸びを示していない。次の図
（図表２）からわかるように，協会設立後しばらくの間は新規登録者と登録抹
消者の差が３００人台を維持していた。それが，１９９０年には，新規登録者数と
登録抹消者数が非常に接近する。言い換えれば，高齢者の在宅サービスニーズ
の拡大にもかかわらず，１９９０年の時点で活動ヘルパーの数に大きな伸び悩み
が生じていたのである。１１）
協会の抱えるホームヘルパーのほとんどは非常勤（パート）であり，利用者
数の増加に対しては，より多くのヘルパーを確保する必要があった。そのため，
この時期のヘルパー不足は特に深刻なものとなった。ヘルパー通信「交流室だ
より」（１９８９．１１．２５）は，「ヘルパーさんが足りない」という見出しで，ヘルパ
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ー不足が深刻であることを伝えている。どうしてヘルパー不足が生じたのだろ
うか。協会はその理由を，「ヘルパーによって活動可能な日数・時間数が様々
なのに対し，利用者側の希望も尊重して実施していかなくてはならないため」
（平成元年度事業報告）と説明する。１２）
このヘルパー不足の問題は，複数の新聞紙上でも取り上げられた。毎日新聞
は，「老人介護のヘルパー確保へ時給アップ最低あと１，０００人必要」
（１９８９．１２．８朝刊２８面）として，要介護老人が激増しヘルパー数が追いつい
ていないため，ヘルパー確保の策に時給を上げると伝えたほか，読売新聞は「求
む，ホームヘルパー利用件数増加に数確保ままならず」（１９９１．５．２４朝刊２４
面）という記事を掲載し，平均勤続年数が２年前後と定着率が悪いため，常時
補充に追われている実情を報道した。
ところでこの事態を，当時，協会の関係者はどのように認識したのであろう
か。鎌田（協会職員）は，ヘルパーの定着率が低い理由として，「自分の描いて
いたイメージよりも現実は厳しく，仕事がハードである」（鎌田：１９８８）こと
を第一に挙げ，川合（横浜市職員）は，「より待遇のよいパートに就労するため」
（川合：１９９１）と指摘する。なるほどそれらの見解は記憶に価するものである。
図表２：ヘルパーの新規登録者・登録抹消者数の推移
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しかし，私見によれば，そこには別の理由，あるいは，考慮されてよいもうひ
とつの理由があった。協会が雇用するパートのホームヘルパーは，配偶者特別
控除の範囲（扶養控除枠）を超えない程度の就労を希望した。そのため（限ら
れた収入範囲でしか活動しないため），増大する利用者に対応するためには多
くの登録ヘルパーを確保する必要があった。多くのヘルパーの雇用管理で多忙
を極めるなか，協会は，ヘルパーの引きとめを図るため，ヘルパーの待遇改善
に向けての様々な取り組みを模索したと言ってよいであろう。１３）
協会の取り組みの第一は，賃金体制の整備（図表３）である。１９８９年度ま
でヘルパーへの報酬は時給７２０円（同額の待機保障はされていた）であった
が，１９９０年に「介護手当」の導入を図ったほか，１９９１年および９２年の各年で，
それぞれ１３０円，９０円と時給を大幅に引き上げる等の対策によって，待遇の
改善を図っている。「介護手当」は，ヘルパー業務を，家事，介護に分け，そ
れぞれのサービス内容を具体的にひとつひとつ確認し，点数化するものであっ
た。その合計は A・B・C・Dランクに分けられ，上位ランクの業務に従事す
るヘルパーには多くの介護手当が支給されるという制度である。１４）この制度に
は，待遇改善だけでなく，自分の業務評価を実感できる仕組みを作ることによっ
てヘルパーに意欲の向上を促す狙いもあった。さらに，１９９３年から開始され
年度 時給 待機保障 介護手当 年度 時給 待機保障 介護手当
１９８４ ５９０ ５９０ １９９６ １，０２０ ７４０ ５１０
１９８５ ６１０ ６１０ １９９７ １，０３０ ７４０ ５１０
１９８６ ６５０ ６５０ １９９８ １，０４０ ７４０ ５１０
１９８７ ６７０ ６７０ １９９９ １，０５０ ７４０ ５１０
１９８８ ６７０ ６７０ ２０００ １，０６０ ７４０ ５２０
１９８９ ７２０ ７２０ ２００１ １，０６０ ７４０ ５２０
１９９０ ７４０ ７４０ ３８０ ２００２ １，０７０ ７４０ ５２０
１９９１ ８７０ ７４０ ４３０ ２００３ １，０７０ ７４０ ５２０
１９９２ ９６０ ７４０ ４７０ ２００４ １，０７０ ７４０ ５２０
１９９３ ９８０ ７４０ ４９０ ２００５ １，０７０ ７４０ ５２０
１９９４ １，０００ ７４０ ５００ ２００６ １，０７０ ７４０ 廃止
１９９５ １，０１０ ７４０ ５１０
図表３：ヘルパーの時給・各種手当の変化
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た夜間及び祝日・年末年始対応については，時給１，２８０円，待機補償７６０円，
介護手当６４０円とより高額の手当を保障しており，また１９９５年には，経験加
算として，経験５年かつ２，５００時間以上活動時間経験者には時給を２０円上乗
せするという制度も開始した。１５）１９９５年時点で，国のヘルパー給与基準が，賃
金９１０円，介護手当４７０円，待機保障無しであったことと比較しても，協会が
ヘルパー確保のために非常に高いレベルの賃金を保障していたことがわかる。
見方を変えれば，当時の横浜市においてパートヘルパーの確保がいかに困難で
あったかを裏付けるものともいえよう。
ヘルパー確保のための協会の取り組みは，上記の待遇改善にとどまらなかっ
た。特に重要だと思われるのは，ヘルパーの仕事にやりがいを持ってもらうと
ともに協会に対する帰属意識を高めてもらうため，複数の試みが導入されたこ
とであった。１９９１年，協会ではヘルパー同士の交流を推進するため，グルー
プ活動の助成制度（年間３万円まで助成）を始めた。当時の協会ヘルパーとし
て働く人々の内には，自身の技術向上のために自発的に勉強会を開催する機運
が生まれていたが，グループ活動助成制度はこうした機運を軌道に乗せ，ヘル
パー間の仲間作りを推進させるねらいがあったものと思われる。１６）また，「理事
長への手紙－協会への私の提案」として，ヘルパーから積極的に意見・提案を
募る試みや，活動着のデザイン募集を行い，ヘルパーに対して協会運営への参
加意識を促す取り組みを行ったのもその一環である。特に「理事長への手紙」
については，「交流室だより」を通じて，応募状況の発表やヘルパーの提案へ
の回答を行うなど，ヘルパーとの対話姿勢を積極的に打ち出している。さらに，
この時期，横浜市との共催で「ヘルパー感謝会」を行うなど，ヘルパーの社会
的評価を高める取り組みも意識されていた。１７）加えて，地域住民を対象とした
啓発活動として，ヘルパーの仕事や業務を理解してもらうための「利用のしお
り」の作成・配布，広報誌の活用，さらには自治会・町内会を中心にチラシの
回覧等を行い，ヘルパーの役割を認識してもらうための配慮を重ねている。１８）
機構・職務面からの協会の改善の取り組みについても取り上げておくことに
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しよう。１９９２年以前，ヘルパーの募集・登録とヘルパー雇用管理に関連する
業務は，他の業務と共に「事業課」が一手に行っていた。しかし，１９９０年前
後のヘルパー不足の問題を通じて，ヘルパー確保・養成を独立の部署で担当す
る必要が認識されるようになり，これらの業務を担当する「人材開発課」が
１９９２年に設置されている。そして，利用者の幅広いニーズ（重度利用者の介
護，緊急対応の場合等）に対応できるよう，様々な職種のヘルパー導入を進め
ていった。１９８９年，週５日時間拘束型ヘルパー，ケアヘルパーを採用したの
がその最初の試みである。初年度は７人の採用にとどまったが，その後，定期
採用を続け１９９８年には１４６人となった。また，国が１９９２年に「チーム運営方
式」を導入したことにあわせて，協会では１９９４年からチーフヘルパーを導入
し，介護業務に携わる一方で利用者とヘルパーとの調整業務に従事させた。ま
た，利用者の緊急なニーズに対応するため１９９５年ケアヘルパーの早期派遣サ
ービス１９）が開始された。これらによって育成された新しいヘルパーたちが協
会の業務多角化を支える担い手となったことは記憶されてよいことである。こ
うして積極的に運営を展開した協会は，以後，ホームヘルプサービス以外の事
業にも進出することになる。１９８８年訪問入浴サービス，１９９１年ガイドヘルプ
サービス，１９９２年一時入所送迎サービス，１９９４年高齢者用市営住宅巡回相談
員派遣事業等がそれである。また，１９９１年戸塚事務所の開設を始めこの時期
から支部の開設を行い，横浜市全体への事業の展開を図っている。
 第三期：改変期（１９９６年～１９９９年）
国・全国的動向
この時期の国の動きとして特記すべきことは，１９９７年に新たな国庫補助と
して導入された「事業費補助方式」である。これは「要介護者の要望にあった
きめ細かなサービスを効率的に提供する体制を整備するとともに，介護保険制
度への移行を展望」することを目的に導入されている。「人件費補助方式」で
は常勤雇用を前提とした補助単価となっていたが，「事業費補助方式」はホー
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ムヘルパーの身分・雇用形態に関係なく，国が定めたサービス内容に基づき，
訪問した実績に応じた補助金を払う出来高払い方式を導入したため，ホームヘ
ルプサービス事業の財源確保が早急の課題となった。２０）なお，財源の確保につ
いては，ホームヘルプサービスに対する需要拡大の中で，ヘルパーを含むサー
ビスの質的水準を如何にして維持していくかという点からも強く求められてい
た。
横浜市ホームヘルプ協会の対応
この時期の協会の対応として大きな出来事は，１９９７年，財団法人から社会
福祉法人に改組され，名称も「横浜市福祉サービス協会」と新しいものになっ
たことである。介護保険導入を視野に入れ施設運営部門を加えるためには法人
格（社会福祉法人）の取得が必須の条件であった。そうした前提から，協会は，
「総合的な福祉サービスの新たな一歩」２１）を謳い，組織を改革し，ヘルパーを
派遣してきた部署を「相談指導課」から「派遣調整課」とし，ヘルパーの登録・
研修を行ってきた部署を「人材開発課」から「企画研修課」へと名称変更し，
今後の方針を打ち出してくる。
１９９８年には，週３２時間拘束型ヘルパー，タイムヘルパーが導入された。協
会では横浜市各地に支部の設立を進めていたが，各区でヘルパーの採用数に大
きなばらつきがあり，採用数の少ない区に対するヘルパー増員が工夫され，主
婦層の労働条件に合う週３２時間拘束という新たな職種のヘルパーを創り出す
という発案である。それにより各地域が万遍無くヘルパーを確保することが可
能になり，地域密着型のサービス展開を可能にすると考えられたのである。２２）
また，協会は利用者のニーズにより柔軟に対応できるよう，訪問介護時間・対
象の拡大を図っている。１９９６年には２４時間巡回型ホームヘルプサービ
ス，１９９７年には難病患者等ホームヘルプサービス・ホームヘルプサービス３６５
日派遣，さらに１９９７年および９８年，２４時間巡回型ホームヘルプサービスで，
対象地域の拡大を行っている。
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このような取り組みの一方，協会は事業所としての運営体質向上に向けて，
在宅介護支援事業及び施設運営を開始した。１９９６年矢向地域ケアプラザを皮
切りに，１９９７年新橋ホーム・藤棚地域ケアプラザ，１９９８年中山地域ケアセン
ター，１９９９年泥亀地域ケアセンターと次々に各区で施設の受託運営を開始
し，在宅介護支援事業を展開する。２３）そして，ここでも，利用者のニーズに柔
軟に対応することを意識して，１９９８年には通所介護を日曜日にも行うホリデ
イサービス・知的障害者へのガイドヘルプサービスを開始した。また，この時
期は介護保険開始を身近に控えた時期であったため，施設運営展開の一方で，
ホームヘルプサービスの拡充・充実を目指していた。２４）
４．結語に代えて－若干の総括と今後の課題－
冒頭（問題の所在）において述べたように，本論は横浜市ホームヘルプ協会
の成立・変遷に焦点を当てた論考である。協会の設立過程については先に「横
浜市ホームヘルプ協会の設立過程－〈五つの報告書〉を中心に－」において解
明する機会を得た。繰り返しを厭わず確認すれば，本論の問題意識は次のよう
なものであった。〈しかし，協会は設立以降時間の経過する中で姿を変えてい
ることも事実であり，協会の性格に関する正確な理解には設立以後の協会の動
きを丹念に追う試みが必要である。およそ組織や団体は常に内部的・外部的状
況から当初に掲げた理想や方針を修正することがある。横浜市ホームヘルプ協
会も例外ではない。ここでは，当初理念の修正を予想の範囲内にあるものと認
識し，協会の動きを丹念に追うことで，協会の性格に関する理解を深めたい〉。
〈協会が時間的推移のなかで当初の理念に修正を加えているということは，単
に，成立当初協会の掲げた理念にあいまいさがあったということではない。協
会には当初手探りの状態で出発したという事情がある。社会情勢の深刻さは協
会に多くの時間を与えなかった。そこに，戸惑いをもって進む協会の姿がある。
協会の揺らぎは協会の内部事情のみによるものではない。協会の戸惑い，〈変
遷〉には，「国の在宅福祉政策とそれを受けた横浜市の在宅福祉に関する方針」
横浜市ホームヘルプ協会の設立・変遷過程 ２３５
の揺らぎも読み取ることができる〉（本論，問題の所在）。
そうした認識に立脚し，行った作業は，必ずしも十分と言えるものではない
けれども，作業を通じて確認されたこともある。
創立時，協会は「誰にでも」「何でも」「いつでも」「どこでも」を理念とし
て，充実した在宅福祉サービスを提供しようとした。しかし現には多くの困難
に直面した。また，既に見ておいたように，協会の事業は「ビューロクラシー
による弾力性を欠いた定型的サービス」であるという批判も受けた。家事労働
には無償性，他律性（受身性），達成度のあいまいさが付着する。矢澤は言う。
「家事・介護の仕事には無償性，他律性（受身性），達成度のあいまい
さという特徴があるため，仕事に対する社会的評価を得られにくいという側面
を持つ。そのため，ホームヘルパーの定着を図るためには何らかの対策が必要
となる」（矢澤：１９９３，文意）。協会はそうした中でヘルパーが仕事に対する社
会的評価を獲得していかなければならないという課題を意識した。そして，こ
の課題に対する協会の取り組みは，協会独自の研修プログラム，経験者に
よる同行指導，ヘルパー間の相互交流，の三点として具体的に示された。協
会は様々な研修プログラムを通じて業務能力を高める一方，組織内におけるコ
ミュニケーション能力の向上に取り組み，協会の安定的運営に努めてきたこと
は，第一期における成果である。事実，そうした取り組みを反映して，その後
協会の規模は順調に拡大した。
協会の抱えるホームヘルパーのほとんどは非常勤（パート）であり，利用者
数の増加に対しては，より多くのヘルパーを確保する必要があった。そのため
ヘルパー不足は特に深刻な問題となった。とりわけ定着率の低さが問題視され
た。定着率の低さを協会関係者は「自分の描いていたイメージよりも現実は厳
しく，仕事がハードである」，「より待遇のよいパートに就労するため」にある
と見た。確かに的を射た指摘であった。しかしそこには別の理由もあったので
はないか。協会が雇用するパートのホームヘルパーは，配偶者特別控除の範囲
（扶養控除枠）を超えない程度の就労を希望した。ともあれ，協会は，この時
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期（第二期）ヘルパーの確保という目的から，ヘルパーの待遇改善に向けての
様々な取り組みを模索した。協会の取り組みの第一は，賃金体制の整備であっ
た。時給については国基準を上回り，介護手当は介護業務に付加価値をつけ
た。当初は，国が１９８９年家庭奉仕員の業務内容を「介護」と「家事」に分け
それに伴って補助金単価を二本立てにしたことへの対処であったが，協会では
翌年，「介護」の内容を３ランクに分けて支給を開始した。特にサービス内容
を具体的にひとつひとつ確認し，点数をつけ加算していったことは，ヘルパー
の業務の正当な評価としてヘルパー自身が実感できる仕組みを作ることによっ
て意欲の向上を促す契機になった。ヘルパー確保のための協会の取り組みは，
賃金体制上記の待遇改善にとどまらなかった。仕事にやりがいを持ち協会に対
する帰属意識をどうしたら高めてもらえるかという大問題があった。そして複
数の試みが導入された。グループ活動の助成制度，理事長への手紙－協会への
私の提案，活動着デザイン募集等がそれである。協会は組織の改革にも乗り出
した。ヘルパーの募集・登録とヘルパー雇用管理に関連する業務を「事業課」
から「人材開発課」に移行させた。また様々な職種のヘルパー導入を進め，ケ
アヘルパー（週５日時間拘束型）の採用を試みた。初年度は７人の採用にとど
まったが，その後，定期採用を続け１９９８年には１４６人となった。協会は国の
動きにも敏感であった。「チーム運営方式」が導入されたことにあわせて，協
会ではチーフヘルパーを導入した。利用者の緊急なニーズに対応するため早期
派遣サービスを開始した。こうして積極的に運営を展開した協会は，以後，そ
れらを背景にして，ホームヘルプサービス以外の事業，訪問入浴サービス，ガ
イドヘルプサービス，一時入所送迎サービス，高齢者用市営住宅巡回相談員派
遣事業を手がけていく。
第二期を経て，協会は大きな転換期（第三期）を迎える。財団法人から社会
福祉法人に改組され，名称も「横浜市福祉サービス協会」と新しいものになっ
た。介護保険導入を視野に入れ施設運営部門を加えるためには法人格（社会福
祉法人）の取得が必須の条件であったが，協会は，「総合的な福祉サービスの
横浜市ホームヘルプ協会の設立・変遷過程 ２３７
新たな一歩」を謳い，ヘルパーを派遣する部署を「相談指導課」から「派遣調
整課」と変え，ヘルパーの登録・研修を行ってきた部署を「人材開発課」から
「企画研修課」へと変えている。タイムヘルパー（週３２時間拘束型）が導入
され支部の設立を進め，採用数の少ない区に対するヘルパー増員が発案され
た。そしてそれを実現するために新たな職種のヘルパーを創り出すことを考案
した。それにより各地域が万遍無くヘルパーを確保することを容易にし，地域
密着型のサービス展開を可能にすると考えられたのである。利用者のニーズに
柔軟に対応できるよう，訪問介護時間・対象の拡大を図り，２４時間巡回型ホー
ムヘルプサービス，難病患者等ホームヘルプサービス，ホームヘルプサービス
３６５日派遣を行っていった。このような取り組みの一方，在宅介護支援事業及
び施設の運営を開始した。
この時期までの協会の動きについては，おそらく，さまざまな評価がなされ
るであろう。しかし，協会が，深刻な事態の中で，困難な社会情勢の下で，可
能性を模索し創意工夫の精神を持って，時代の抱える難局に挑んだ姿について
は一定の評価があってよいように思われる。ヘルパー確保に向けた具体的方
策，時給のアップ，介護手当。国の基準を上回る時給をはじめとする待遇改善
の諸方策。こうした待遇改善に加えヘルパーの仕事に誇りを与えるためのさま
ざまな考案。協会はヘルパーに対して，自分たちが孤立した存在ではなく協会
に深く関与しているのだという意識，帰属意識を持たせることの必要性を意識
して，そのための具体的手立てを用意した。「交流室」「土曜サロン」の設置，
「ヘルパー通信」「全体研修」「地区別研修」「永続勤務表彰」「記念講演会」等々
がそれである。
もちろん，協会のあり方については批判が可能であり，事実，「市の福祉サ
ービスがホームヘルプサービスに限定され，それを一民間団体である協会が独
占するということは，競争原理の軽視であるばかりか，結果的に在宅福祉に対
する自治体の公的責任の回避につながる」（生活クラブ運動福祉協議会政策懇
話会：１９９７，文意）という批判がある。後日，この時期の協会の活動を顧みた
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場合，不備や問題も指摘されるであろう。しかし，協会が各ヘルパーとの様々
な交流の試みを通じて，運営の改善に努めたことについては一定の評価をすべ
きであるように思われる。
横浜市ホームヘルプ協会は「住民参加」を旗印に設立され，横浜市の在宅政
策を一手に引き受ける形となった。芳賀（１９８３）は，この協会を「公私協働方
式は“市民自治による福祉”として発展する可能性もあるし，パートヘルパー
については，当面の地域における雇用創出の第一歩としていくこともできよ
う」と指摘した。市からの委託事業による運営の弊害は，野口（１９９３）が「行
政の役割を代わりに遂行することに伴う自己限定の姿勢」という言葉を用いて
指摘しているところでもある。野口の批判は，協会の事務局に休職派遣２５）の
市職員（１９８５，１９８６，２０００，２００１）が最高時５人を数えていたことをみるとき
説得力を有している。協会の収入の中で，受託事業収入が大部分を占めていた
ことに照らしてみても，協会は市施策に左右されやすい構造であったことは確
かであろう。
もとよりそうした態勢は一人協会が希求した結果でないことは明らかであ
る。見方によればそれは国と自治体の，自治体と市民の未成熟な関係の反映で
あって，ある意味では，横浜市ホームヘルプ協会の沿革は，未来に向けて，国
と自治体，自治体と市民の関係がどうあるべきかを突きつけているとも読み取
ることができそうである。今回，ささやかな〈考察〉を通じて，次の点を強く
意識した。〈協会が突きつけたとも思える上記の問題〉を研究のテーマとして
取り込み，追求すること。それは筆者に与えられた次なる課題である。
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所
・
支
部
活
動
そ
の
他
（
記
念
行
事
等
）
国
の
動
き（
制
度
関
連
）
ヘ
ル
パ
ー
時
給（
各
年
度
）
待
機
保
障
（
各
年
度
）
介
護
手
当
時
給（
各
年
度
）
１ ９ ８ ４ （ 昭 和 ５９ ）
４
任 意 団 体
横
浜
市
在
宅
福
祉
サ
ー
ビ
ス
協
会
（
仮
称
）
設
立
・
運
営
助
成
費
９
任
意
団
体
設
立
１０
市
長
発
表
：
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
協
会
と
共
同
で
設
立
に
踏
み
切
り
法
人
獲
得
と
業
務
開
始
の
準
備
開
始
毎
日
新
聞
（
地
方
版
）
１０
／３
「
市
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
協
会
１２
月
に
発
足
」
神
奈
川
新
聞
１０
／５
「
ニ
ー
ズ
の
多
様
化
に
対
応
」
１２
財 団 法 人 横 浜 市 ホ ー ム ヘ ル プ 協 会
財
団
法
人
横
浜
市
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
協
会
設
立
，
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
実
施
神
奈
川
新
聞
１２
／１
４
「
在
宅
老
人
福
祉
サ
ー
ビ
ス
拡
充
」
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
実
施
５９
０
円
５９
０
円
１ ９ ８ ５ （ 昭 和 ６０ ）
１
読
売
新
聞
（
地
方
版
）
１
／２
０
「
足
り
な
い
介
護
人
市
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
協
技
術
習
得
者
に
協
力
呼
び
か
け
」
２
第
１
回
全
体
研
修
開
催
神
奈
川
新
聞
２
／２
４
「
福
祉
を
市
民
参
加
で
」
第
１
回
全
体
研
修
５
主
任
家
庭
奉
仕
員
制
度
創
設
（
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
２ー０
人
に
主
任
ヘ
ル
パ
ー
配
置
，
指
導
・
助
言
・
連
絡
等
）
６１
０
円
６１
０
円
１ ９ ８ ６ （ 昭 和 ６１ ）
２
横
浜
セ
ン
タ
ー
ビ
ル
に
事
務
所
移
転
横
浜
セ
ン
タ
ー
ビ
ル
に
事
務
所
移
転
３
協
会
報
「
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
」
創
刊
協
会
報
「
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
」
創
刊
４
第
１
回
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
育
成
研
修
開
催
（
６０
時
間
）
第
１
回
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
育
成
研
修
開
催
６５
０
円
６５
０
円
５
神
奈
川
新
聞
５
／１
「
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
拡
充
」
７
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o２
「
よ
り
よ
い
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
を
目
指
し
て
」
１１
神
奈
川
新
聞
１１
／１
４
「
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
定
着
市
協
会
が
発
足
２
年
利
用
者
は
１
．７
倍
に
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o３
「
ど
ん
な
サ
ー
ビ
ス
が
多
か
っ
た
で
し
ょ
う
」，
ヘ
ル
パ
ー
募
集
中
１ ９ ８ ７ （ 昭 和 ６２ ）
３
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o４
「
こ
ん
な
家
庭
で
利
用
さ
れ
ま
し
た
」，
ヘ
ル
パ
ー
募
集
中
４
登
録
家
庭
奉
仕
員
制
度
導
入
：
採
用
時
３６
０
時
間
研
修
（
講
義
１８
０
時
間
・
実
技
１８
０
時
間
・
実
習
７２
時
間
）
６７
０
円
６７
０
円
５
社
会
福
祉
士
及
び
介
護
福
祉
士
法
，
１
，６
５０
時
間
（
内
実
習
４５
０
時
間
）
７
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o５
「
ヘ
ル
パ
ー
の
一
日
を
追
っ
て
活
動
時
間
記
録
調
査
か
ら
」
１１
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o６
「
が
ん
ば
り
ま
し
た
」，
ヘ
ル
パ
ー
募
集
中
１ ９ ８ ８ （ 昭 和 ６３ ）
３
協
会
の
シ
ン
ボ
ル
マ
ー
ク
が
応
募
作
品
の
な
か
か
ら
決
定
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o７
「
シ
ン
ボ
ル
マ
ー
ク
決
定
」，
ヘ
ル
パ
ー
募
集
中
協
会
の
シ
ン
ボ
ル
マ
ー
ク
が
応
募
作
品
の
な
か
か
ら
決
定
８
ヘ
ル
パ
ー
向
け
「
交
流
室
だ
よ
り
」
創
刊
ヘ
ル
パ
ー
向
け
「
交
流
室
だ
よ
り
」
創
刊
９
ヘ
ル
パ
ー
同
士
・
ヘ
ル
パ
ー
と
相
談
指
導
員
と
の
交
流
を
図
る
た
め
「
交
流
室
」
オ
ー
プ
ン
地
区
別
研
修
の
お
知
ら
せ
神
奈
川
新
聞
９
／１
４
「
体
験
し
て
み
ま
せ
ん
か
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
」（
広
告
）
ヘ
ル
パ
ー
同
士
・
ヘ
ル
パ
ー
と
相
談
指
導
員
と
の
交
流
を
図
る
た
め
「
交
流
室
」
オ
ー
プ
ン
１０
訪
問
入
浴
サ
ー
ビ
ス
開
始
（
月
２
回
）
土
曜
サ
ロ
ン
（
相
談
員
と
語
る
）
開
催
訪
問
入
浴
サ
ー
ビ
ス
開
始（
月
２
回
ま
で
）
１１
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o９
「
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
研
修
に
集
う
」，
ヘ
ル
パ
ー
募
集
中
地
区
別
研
修
（
各
区
で
そ
の
後
毎
年
開
催
）
横浜市ホームヘルプ協会の設立・変遷過程 ２４１
年
月
法
人
沿
革（
十
周
年
記
念
誌
・「
福
祉
の
ま
ち
」・
協
会
H
P
よ
り
）
新
聞
記
事
等
ヘ
ル
パ
ー
の
雇
用
関
連
サ
ー
ビ
ス
在
宅
支
援
・
通
所
施
設
職
員
・
機
構
出
版
物
事
務
所
・
支
部
活
動
そ
の
他
（
記
念
行
事
等
）
国
の
動
き（
制
度
関
連
）
ヘ
ル
パ
ー
時
給（
各
年
度
）
待
機
保
障
（
各
年
度
）
介
護
手
当
時
給（
各
年
度
）
１９
８８
１２
財 団 法 人 横 浜 市 ホ ー ム ヘ ル プ 協 会
活
動
着
は
２
年
ご
と
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o
９
）
６７
０
円
６７
０
円
１ ９ ８ ９ （ 平 成 元 ）
１
伸
び
続
け
る
利
用
状
況
が
ん
ば
っ
て
ま
す
ヘ
ル
パ
ー
さ
ん
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o６
）
２
広
げ
よ
う
交
流
の
輪
（
地
区
別
研
修
）
交
流
室
だ
よ
り
N
o７
３
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o１
０
「
こ
ん
に
ち
は
訪
問
入
浴
で
す
」，
ヘ
ル
パ
ー
募
集
中
今
後
の
社
会
福
祉
の
あ
り
方
に
つ
い
て
（
福
祉
関
係
三
審
議
会
合
同
企
画
分
化
会
）
市
町
村
の
役
割
重
視
，
在
宅
福
祉
の
見
直
し
，
担
い
手
の
養
成
４
朝
日
新
聞
４
／２
０
「
コ
ー
プ
か
な
が
わ
福
祉
事
業
に
進
出
今
夏
実
施
に
向
け
準
備
家
庭
介
護
を
中
心
に
」
ヘ
ル
パ
ー
の
仕
事
っ
て
何
？
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o９
）
家
庭
奉
仕
員
派
遣
事
業
要
綱
改
正
サ
ー
ビ
ス
内
容
２
本
立
て
（
家
事
援
助
・
身
体
介
護
）
介
護
を
必
要
と
す
る
場
合
，
委
託
先
拡
大
，
家
事
型
・
介
護
型
に
別
単
価
，
事
業
委
託
基
準
単
価
新
設
国
１
／２
県
市
１
／４
７２
０
円
７２
０
円
５
神
奈
川
新
聞
５
／３
「「
福
祉
生
協
」
ス
タ
ー
ト
へ
港
北
区
」
内
容
充
実
地
区
別
研
修
始
ま
る
交
流
室
だ
よ
り
N
o１
４
８
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o１
１
「
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
っ
て
何
」
１０
地
下
鉄
駅
電
光
掲
示
板
，
町
内
会
掲
示
版
広
告
ケ
ア
ヘ
ル
パ
ー
（
週
５
日
時
間
拘
束
制
）
募
集
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o
１５
）
１１
ヘ
ル
パ
ー
が
足
り
な
い

利
用
者
人
数
２
，３
９５
人
，
ヘ
ル
パ
ー
１
，５
６５
人
（
Ｈ
１
．９
）
地
区
の
バ
ラ
ン
ス
の
悪
さ（
鶴
見
，神
奈
川
，
西
，中
，南
）交
流
室
だ
よ
り
N
o１
６
１２
協
会
設
立
５
周
年
記
念
大
会
開
催
協
会
設
立
５
周
年
を
記
念
し
て
『
ヘ
ル
パ
ー
奮
闘
記
』
を
出
版
ケ
ア
ヘ
ル
パ
ー
を
導
入
毎
日
新
聞
（
地
方
版
）
１２
／８
「
ヘ
ル
パ
ー
不
足
深
刻
要
介
護
老
人
が
激
増
」
ケ
ア
ヘ
ル
パ
ー
（
週
５
日
時
間
拘
束
制
）
募
集
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o
１７
）
ケ
ア
ヘ
ル
パ
ー
（
嘱
託
）
を
導
入
協
会
設
立
５
周
年
を
記
念
し
て
『
ヘ
ル
パ
ー
奮
闘
記
』
を
出
版
協
会
設
立
５
周
年
記
念
大
会（
全
体
研
修
）
５
年
表
彰
開
催
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
調
査
ゴ
ー
ル
ド
プ
ラ
ン
（
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
事
業
に
変
更
，
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
１ー０
万
人
目
標
）
１ ９ ９ ０ （ 平 成 ２ ）
１
高
秀
市
長
就
任
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o
１２
・
１３
「
創
立
５
周
年
記
念
大
会
」
年
次
有
給
休
暇
取
得
に
つ
い
て
，
一
昨
年
労
働
基
準
法
改
正
に
よ
り
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o１
８
）
２
日
本
経
済
新
聞
２
／１
５
「
ヘ
ル
パ
ー
協
組
発
足
コ
ー
プ
か
な
が
わ
，
１０
０
人
登
録
」
平
成
２
年
度
ケ
ア
ヘ
ル
パ
ー
募
集
に
あ
た
っ
て（
交
流
室
だ
よ
り
N
o
１９
）
４
朝
日
新
聞
２
／２
７
「
ま
ち
の
福
祉
は
主
婦
の
手
で
旭
区
の
若
葉
台
団
地
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
の
輪
４
月
に
誕
生
」
７４
０
円
７４
０
円
６
協
力
ヘ
ル
パ
ー
さ
ん
に
も
交
通
費
が
支
給（
交
流
室
だ
よ
り
N
o２
３
）
福
祉
八
法
改
正
：
老
人
居
宅
介
護
等
事
業
名
称
変
更
，
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
名
称
変
更
８
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
養
成
研
修
１
級
３６
０
時
間
・
２
級
９０
時
間
・
３
級
４０
時
間
：
段
階
別
研
修
９
平
成
２
年
度
ケ
ア
ヘ
ル
パ
ー
募
集
に
あ
た
っ
て（
交
流
室
だ
よ
り
N
o
２５
）
全
体
研
修
に
て
活
動
着
配
付
全
体
研
修
，
５
年
表
彰
開
催
１０
介
護
手
当
制
度
を
開
始（
単
価
３８
０
円
）
読
売
新
聞
（
地
方
版
）
１０
／５
「
主
婦
業
な
ど
代
行
し
ま
す
「
た
す
け
あ
い
戸
塚
」
１６
日
に
設
立
総
会
」
毎
日
新
聞
１０
／２
１
「
老
人
介
護
の
ヘ
ル
パ
ー
一
律
７４
０
円
を
最
高
１
，０
２０
円
に
確
保
へ
時
給
を
ア
ッ
プ
最
低
あ
と
千
人
が
必
要
」
市
協
会
介
護
手
当
制
度
を
開
始
調
査
に
ご
協
力
く
だ
さ
い
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o２
７
）
３８
０
円
１１
関
内
JS
ビ
ル
に
事
務
所
移
転
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o
１４
・
１５
「
全
体
研
修
会
開
催
さ
れ
る
」「
男
も
介
護
」
ケ
ア
ヘ
ル
パ
ー
追
加
募
集
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o２
８
）
関
内
JS
ビ
ル
に
事
務
所
移
転
１２
臨
時
活
動
を
頼
ま
れ
て
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o２
９
）
１ ９ ９ １ （ 平 成 ３ ）
１
利
用
者
３
，０
００
人
突
破
！
ヘ
ル
パ
１ー
，８
３３
人
，
利
用
者
３
，０
３２
人
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o３
０
）
年
次
休
暇
ご
存
知
で
す
か
３
横
浜
市
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
検
討
委
員
会
が
「
調
査
研
究
事
業
報
告
書
」
を
ま
と
め
る
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o１
６
「
高
齢
者
介
護
・
熟
年
ヘ
ル
パ
ー
」
「
ど
こ
ま
で
頼
ん
で
い
い
の
」，
ヘ
ル
パ
ー
募
集
横
浜
市
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
検
討
委
員
会
が
「
調
査
研
究
事
業
報
告
書
」
を
ま
と
め
る
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年
月
法
人
沿
革（
十
周
年
記
念
誌
・「
福
祉
の
ま
ち
」・
協
会
H
P
よ
り
）
新
聞
記
事
等
ヘ
ル
パ
ー
の
雇
用
関
連
サ
ー
ビ
ス
在
宅
支
援
・
通
所
施
設
職
員
・
機
構
出
版
物
事
務
所
・
支
部
活
動
そ
の
他
（
記
念
行
事
等
）
国
の
動
き（
制
度
関
連
）
ヘ
ル
パ
ー
時
給（
各
年
度
）
待
機
保
障
（
各
年
度
）
介
護
手
当
時
給（
各
年
度
）
１ ９ ９ １ （ 平 成 ３ ）
４
財 団 法 人 横 浜 市 ホ ー ム ヘ ル プ 協 会
時
給
大
幅
ア
ッ
プ
（
扶
養
者
控
除
週
２１
時
間
内
１０
０
万
円
）（
交
流
室
だ
よ
り
N
o３
３
）
８７
０
円
７４
０
円
４３
０
円
５
読
売
新
聞
（
地
方
版
）
５
／２
４
「
求
む
！
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
さ
ん
」
市
協
会
思
い
は
徐
々
に（
ヘ
ル
パ
１ー
，９
０３
人
，
利
用
者
３
，１
４６
人
）（
交
流
室
だ
よ
り
N
o３
４
）
戸
塚
支
部
開
設
準
備
部
門
設
置
（
Ｈ
３
．１
０
に
開
設
予
定
）
７
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
の
社
会
啓
発
を
（
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
よ
り
Ｈ
２
．１
０
～
１１
）
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o１
７
８
神
奈
川
新
聞
８
／９
「
ユ
ニ
ー
ク
福
祉
サ
ー
ビ
ス
「
自
分
の
会
」
が
結
成
一
周
年
点
数
預
託
や
講
座
も
盛
況
」
９
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
の
グ
ル
ー
プ
活
動
に
助
成
を
開
始
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
の
グ
ル
ー
プ
活
動
に
助
成
を
開
始
（
年
３
万
円
上
限
）
全
体
研
修
，
５
年
表
彰
開
催
１０
戸
塚
事
業
所
開
設
（
支
部
第
１
号
），
募
集
し
た
愛
称
は
「
さ
ん
へ
る
ぷ
」
に
決
定
ガ
イ
ド
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
を
開
始
「
理
事
長
へ
の
手
紙
－
協
会
へ
の
私
の
提
案
」
を
実
施
し
ヘ
ル
パ
ー
か
ら
の
意
見
・
提
案
を
募
る
ヘ
ル
パ
ー
活
動
着
デ
ザ
イ
ン
募
集
ガ
イ
ド
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
が
始
ま
り
ま
し
た（
交
流
室
だ
よ
り
N
o
３９
）
ガ
イ
ド
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
を
開
始
「
理
事
長
へ
の
手
紙
－
協
会
へ
の
私
の
提
案
」
を
実
施
し
ヘ
ル
パ
ー
か
ら
の
意
見
・
提
案
を
募
る
戸
塚
事
業
所
開
設
（
支
部
第
１
号
），
募
集
し
た
愛
称
は
「
さ
ん
へ
る
ぷ
」
に
決
定
１１
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o１
８
「
ガ
イ
ド
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
ス
タ
ー
ト
」「
さ
ん
へ
る
ぷ
開
設
」
１２
全
国
福
祉
公
社
等
連
絡
協
議
会
設
立
，
本
協
会
理
事
長
が
会
長
に
選
出
さ
れ
る
全
国
福
祉
公
社
等
連
絡
協
議
会
設
立
，
本
協
会
理
事
長
が
会
長
に
選
出
さ
れ
る
１ ９ ９ ２ （ 平 成 ４ ）
１
「
ヘ
ル
パ
ー
感
謝
会
」
開
催
（
横
浜
市
と
共
催
）
神
奈
川
新
聞
１
／２
３
「
が
ん
ば
る
男
性
ヘ
ル
パ
ー
市
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
協
第
２
の
人
生
，
福
祉
に
さ
さ
げ
た
だ
今
６
人
活
躍
中
」
「
ヘ
ル
パ
ー
感
謝
会
」
開
催
（
横
浜
市
と
共
催
）
「
ヘ
ル
パ
ー
感
謝
会
」
開
催
（
横
浜
市
と
共
催
）
５
年
表
彰
，
活
動
着
受
賞
作
発
表
チ
ー
ム
運
営
方
式
推
進
事
業
の
創
設
（
主
任
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
：
連
絡
・
調
整
・
指
導
）
主
任
家
庭
奉
仕
員
制
度
廃
止
２
神
奈
川
新
聞
２
／９
「
在
宅
福
祉
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
全
国
初
の
３
モ
デ
ル
事
業
来
年
１
月
ス
タ
ー
ト
へ
県
新
年
度
予
算
案
に
盛
り
込
む
」
Ｈ
４
ケ
ア
ヘ
ル
パ
ー
募
集
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o４
３
）
利
用
者
人
数
３
，６
９６
人
活
動
ヘ
ル
パ
２ー
，２
４１
人
ケ
ア
ヘ
ル
パ
２ー９
人
３
協
会
設
立
７
周
年
記
念
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o１
９
「
ヘ
ル
パ
ー
感
謝
会
」，
ヘ
ル
パ
ー
募
集
中
ヘ
ル
パ
ー
自
覚
を
再
確
認
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o４
４
）
「
協
会
へ
の
私
の
提
案
」
へ
の
お
答
え
協
会
設
立
７
周
年
記
念
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
４
神
奈
川
新
聞
４
／１
５
「
明
日
の
在
宅
福
祉
考
え
る
７
周
年
記
念
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
」
新
年
度
に
あ
た
り
（
プ
ラ
イ
ド
，
活
動
長
続
き
，
仲
間
増
や
し
）
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
拡
充
調
査
の
お
願
い（
交
流
室
だ
よ
り
N
o
４５
）
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
拡
充
に
関
す
る
調
査
の
お
願
い
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o４
５
）
「
家
事
型
」「
介
護
型
」
の
月
額
単
価
一
本
化
，
６５
歳
未
満
派
遣
可
能
，
夜
間
・
休
日
・
短
時
間
派
遣
９６
０
円
４７
０
円
６
ヘ
ル
パ
ー
募
集
・
登
録
・
研
修
等
の
業
務
を
担
当
す
る
「
人
材
開
発
課
」
を
設
置
人
材
開
発
課
設
置（
募
集
，登
録
，
研
修
，
交
流
），
協
会
一
口
メ
モ
訪
問
入
浴
Ｈ
４
．７
よ
り
月
２
か
ら
４
ま
で
利
用
者
数
８１
１
人
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o４
７
）
ヘ
ル
パ
ー
募
集
・
登
録
・
研
修
等
の
業
務
を
担
当
す
る
「
人
材
開
発
課
」
を
設
置
７
訪
問
入
浴
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
回
数
が
月
４
回
ま
で
に
増
加
養
成
研
修
（
２
級
該
当
）
変
更
１０
２
時
間
開
始
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o２
０
「
パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
」
「
ど
こ
ま
で
頼
ん
で
い
い
の
」
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
養
成
研
修
と
育
成
研
修
（
７２
＋
３０
＝
１０
２
時
間
）
６１
年
度
か
ら
協
力
ヘ
ル
パ
ー
に
育
成
研
修
実
施
，
１
，７
００
人
受
講（
交
流
室
だ
よ
り
N
o４
８
）
訪
問
入
浴
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
回
数
が
月
４
回
ま
で
に
増
加
８
「
市
長
と
語
る
会
」
に
本
協
会
か
ら
１３
名
の
ヘ
ル
パ
ー
が
参
加
「
市
長
と
語
る
会
」に
本
協
会
か
ら
１３
名
の
ヘ
ル
パ
ー
が
参
加
９
一
時
入
所
送
迎
サ
ー
ビ
ス
開
始
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o５
０
）
新
し
い
活
動
着
い
か
が
で
す
か
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o５
０
）
全
体
研
修
開
催
１０
一
時
入
所
送
迎
サ
ー
ビ
ス
を
開
始
ヘ
ル
パ
ー
の
募
集
状
況
と
登
録
状
況
Ｈ
３
度
９２
５
人
登
録
（
４５
％
増
）
９
月
期
１９
７
人
（
最
高
）
広
報
案
内
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o５
１
）
一
時
入
所
送
迎
サ
ー
ビ
ス
を
開
始
横浜市ホームヘルプ協会の設立・変遷過程 ２４３
年
月
法
人
沿
革（
十
周
年
記
念
誌
・「
福
祉
の
ま
ち
」・
協
会
H
P
よ
り
）
新
聞
記
事
等
ヘ
ル
パ
ー
の
雇
用
関
連
サ
ー
ビ
ス
在
宅
支
援
・
通
所
施
設
職
員
・
機
構
出
版
物
事
務
所
・
支
部
活
動
そ
の
他
（
記
念
行
事
等
）
国
の
動
き（
制
度
関
連
）
ヘ
ル
パ
ー
時
給（
各
年
度
）
待
機
保
障
（
各
年
度
）
介
護
手
当
時
給（
各
年
度
）
１ ９ ９ ２ （ 平 成 ４ ）
１１
財 団 法 人 横 浜 市 ホ ー ム ヘ ル プ 協 会
協
会
設
立
７
周
年
記
念
誌
『
町
に
生
き
る
ー
市
民
が
つ
く
る
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
』
を
出
版
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o２
１
「
市
長
と
語
る
会
」「
ど
こ
ま
で
頼
ん
で
い
い
の
」
ほ
ん
と
う
に
ヘ
ル
パ
ー
不
足
な
の
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o５
２
）
ケ
ア
ヘ
ル
パ
ー
募
集
協
会
設
立
７
周
年
記
念
誌
『
町
に
生
き
る
ー
市
民
が
つ
く
る
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
』
を
出
版
９６
０
円
７４
０
円
４７
０
円
１２
「
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
拡
充
調
査
報
告
書
」（
利
用
者
調
査
・
ヘ
ル
パ
ー
調
査
）
を
ま
と
め
る
利
用
者
４
，４
２９
人
，
ヘ
ル
パ
ー
２
，７
６０
人
（
ホ
２
，０
２９
人
，
協
６９
１
人
，
ケ
４０
人
）（
交
流
室
だ
よ
り
N
o５
３
）
「
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
拡
充
調
査
報
告
書
」（
利
用
者
調
査
・
ヘ
ル
パ
ー
調
査
）
を
ま
と
め
る
１ ９ ９ ３ （ 平 成 ５ ）
１
利
用
者
４
，４
８８
人
，
ヘ
ル
パ
ー
２
，７
６０
人
（
ホ
２
，０
２９
人
，
協
６９
１
人
，
ケ
４０
人
）（
交
流
室
だ
よ
り
N
o５
４
）
２
育
成
研
修
人
数
拡
大
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o
５５
）
第
２
回
ヘ
ル
パ
ー
感
謝
会
３
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o２
２
「
第
２
回
ヘ
ル
パ
ー
感
謝
会
」「
サ
ー
ビ
ス
拡
充
に
向
け
て
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
」
サ
ー
ビ
ス
が
拡
充
さ
れ
ま
す（
交
流
室
だ
よ
り
N
o５
６
）
利
４
，５
３８
人
，
ホ
２
，０
５６
人
，
協
７５
０
人
，
ケ
４０
人
サ
ー
ビ
ス
の
拡
充
へ
の
ア
ン
ケ
ー
調
査
の
お
願
い
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o５
６
）
４
利
４
，６
５５
人
，
ホ
２
，０
６５
人
，
協
７８
４
人
，
ケ
４０
人（
交
流
室
だ
よ
り
N
o
５７
）
９８
０
円
４９
０
円
６
神
奈
川
新
聞
６
／１
９
「
ヘ
ル
パ
ー
さ
ん
大
活
躍
で
す
老
人
介
護
の
利
用
横
浜
１
位
川
崎
６
位
」
ケ
ア
ヘ
ル
パ
ー
の
募
集
（
夜
間
祝
祭
日
年
末
年
始
対
応
）
１０
・
１
採
用
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o５
９
）
７
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o２
３
「
サ
ー
ビ
ス
が
拡
充
さ
れ
ま
す
」
「
横
浜
市
の
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
利
用
状
況
全
国
１
」
ケ
募
集
２０
名
募
集
，
介
護
福
祉
士
っ
て
何
？（
交
流
室
だ
よ
り
N
o
６０
）
８
戸
塚
事
務
所
管
内
ヘ
ル
パ
ー
向
け
「
戸
塚
事
務
所
だ
よ
り
」
創
刊
活
動
着
更
新
の
お
知
ら
せ
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o６
１
）
戸
塚
事
務
所
管
内
ヘ
ル
パ
ー
向
け
「
戸
塚
事
務
所
だ
よ
り
」
創
刊
１０
夜
間
及
び
祝
日
・
年
末
年
始
の
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
を
開
始
夜
間
祝
日
の
サ
ー
ビ
ス
が
始
ま
り
ま
し
た
（
重
度
の
介
護
等
）（
交
流
室
だ
よ
り
N
o６
３
）
夜
間
及
び
祝
日
・
年
末
年
始
の
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
を
開
始
全
体
研
修
１２
市
総
合
計
画
「
ゆ
め
は
ま
２０
１０
プ
ラ
ン
（
長
期
ビ
ジ
ョ
ン
）」
策
定
祝
日
２７
２
人
，夜
間
４０
人
Ｈ
５
．１
２
．
１
夜
間
利
用
が
予
測
よ
り
少
な
い
，
廃
止
変
動
多
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o６
５
）
新
ゴ
ー
ル
ド
プ
ラ
ン
（
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
１ー７
万
人
）
１ ９ ９ ４ （ 平 成 ６ ）
２
ヘ
ル
パ
ー
感
謝
会
開
催
ヘ
ル
パ
ー
感
謝
会
５
年
表
彰
３
土
曜
サ
ロ
ン
終
了
横
浜
市
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
協
会
調
査
検
討
委
員
会
が
「
調
査
検
討
委
員
会
報
告
書
」
を
ま
と
め
る
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o２
５
「
第
３
回
ヘ
ル
パ
ー
感
謝
会
」
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
活
動
中
に
伴
う
事
故
に
つ
い
て
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o６
８
）
横
浜
市
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
協
会
調
査
検
討
委
員
会
が
「
調
査
検
討
委
員
会
報
告
書
」
を
ま
と
め
る
６
横
浜
市
勤
労
青
少
年
セ
ン
タ
ー
に
事
務
所
移
転
事
務
所
移
転
，
募
集
チ
ー
フ
ヘ
ル
パ
ー
９
名
，
ケ
ア
ヘ
ル
パ
ー
若
干
名
募
集
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o７
１
）
横
浜
市
勤
労
青
少
年
セ
ン
タ
ー
に
事
務
所
移
転
１
，０
００
円
５０
０
円
８
チ
ー
フ
ヘ
ル
パ
ー
を
導
入（
９
人
）
シ
ニ
ア
・
り
ぶ
い
ん
巡
回
相
談
事
業
（
民
間
借
り
上
げ
型
高
齢
者
用
市
営
住
宅
）
を
開
始
チ
ー
フ
ヘ
ル
パ
ー
導
入
（
利
増
加
，
多
様
ニ
ー
ズ
対
応
相
談
業
務
と
ヘ
ル
プ
活
動
）（
交
流
室
だ
よ
り
N
o７
３
）
シ
ニ
ア
・
り
ぶ
い
ん
巡
回
相
談
事
業
を
開
始
チ
ー
フ
ヘ
ル
パ
ー
を
導
入
，
活
動
着
の
更
新
の
お
知
ら
せ
９
全
体
研
修
５
年
表
彰
１０
港
北
事
務
所
（
支
部
第
２
号
）
開
設
港
北
事
務
所
（
支
部
第
２
号
）
開
設
１２
市
総
合
計
画
「
ゆ
め
は
ま
プ
ラ
ン
（
基
本
計
画
）」
策
定
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o
２７
・
２８
「
ヘ
ル
パ
ー
座
談
会
１０
周
年
を
迎
え
て
」
１ ９ ９ ５
１
主
任
ヘ
ル
パ
ー
制
，
チ
ー
ム
運
営
方
式
導
入
３
１０
周
年
記
念
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
開
催
１０
周
年
記
念
誌
『
１０
年
目
の
初
心
』
出
版
ケ
ア
ヘ
ル
パ
ー
募
集
５
・
１
採
用
２０
名
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o８
０
）
１０
周
年
記
念
誌
『
１０
年
目
の
初
心
』
出
版
１０
周
年
記
念
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
開
催
永
年
活
動
ヘ
ル
パ
ー
（
１０
年
）
の
集
い
２４
時
間
対
応
（
巡
回
型
）
事
業
開
始
２４４ 松山大学論集 第１８巻 第６号
年
月
法
人
沿
革（
十
周
年
記
念
誌
・「
福
祉
の
ま
ち
」・
協
会
H
P
よ
り
）
新
聞
記
事
等
ヘ
ル
パ
ー
の
雇
用
関
連
サ
ー
ビ
ス
在
宅
支
援
・
通
所
施
設
職
員
・
機
構
出
版
物
事
務
所
・
支
部
活
動
そ
の
他
（
記
念
行
事
等
）
国
の
動
き（
制
度
関
連
）
ヘ
ル
パ
ー
時
給（
各
年
度
）
待
機
保
障
（
各
年
度
）
介
護
手
当
時
給（
各
年
度
）
１ ９ ９ ５ （ 平 成 ７ ）
６
財 団 法 人 横 浜 市 ホ ー ム ヘ ル プ 協 会
早
期
対
応
ケ
ア
ヘ
ル
パ
ー
の
導
入
（
ケ
ア
ヘ
ル
パ
ー
の
早
期
派
遣
サ
ー
ビ
ス
）
ケ
早
期
派
遣
対
応
業
務
（
２０
人
）
同
行
訪
問
対
応
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o８
３
）
利
用
者
か
ら
の
贈
答
品
に
つ
い
て
早
期
対
応
ケ
ア
ヘ
ル
パ
ー
の
導
入
（
ケ
ア
ヘ
ル
パ
ー
の
早
期
派
遣
サ
ー
ビ
ス
）
１
，０
１０
円
７
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o２
９
「
ご
存
知
で
す
か
訪
問
入
浴
サ
ー
ビ
ス
」
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
養
成
研
修
改
正
１
級
２３
０
時
間
・
２
級
１３
０
時
間
・
３
級
５０
時
間
：
段
階
別
研
修
８
シ
ル
バ
ー
ハ
ウ
ジ
ン
グ
巡
回
相
談
事
業
（
直
接
建
設
型
高
齢
者
用
市
営
住
宅
）
を
開
始
シ
ル
バ
ー
ハ
ウ
ジ
ン
グ
巡
回
相
談
事
業
を
開
始
活
動
着
更
新
の
お
知
ら
せ
１０
経
験
加
算
導
入
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
に
伴
う
事
故
に
つ
い
て
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o８
７
）
経
験
加
算
導
入
１１
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o３
０
「
ご
存
知
で
す
か
ガ
イ
ド
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
」「
横
浜
市
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
利
用
日
数
全
国
１
」
活
動
の
自
己
点
検
の
す
す
め
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o８
７
）
１２
Ｈ
７
．１
０
福
祉
マ
ッ
プ
全
国
１
，
協
会
五
大
ニ
ュ
ー
ス
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o８
９
）
ヘ
ル
パ
ー
の
活
動
時
間
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
の
お
願
い
１ ９ ９ ６ （ 平 成 ８ ）
２
全
体
研
修
５
年
表
彰
３
永
年
活
動
ヘ
ル
パ
ー
の
集
い
開
催
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o３
１
「
ご
存
知
で
す
か
一
時
入
所
サ
ー
ビ
ス
」
Ｈ
８
度
育
成
研
修
改
正
，
国
６０
時
間
（
実
技
１０
時
間
）
協
会
６１
時
間
（
実
技
２１
時
間
）（
交
流
室
だ
よ
り
N
o９
２
）
永
年
活
動
ヘ
ル
パ
ー
の
集
い
４
育
成
研
修
（
新
３
級
該
当
）
６１
時
間
開
始
１
，０
２０
円
７４
０
円
５１
０
円
６
チ
ー
フ
を
増
や
し
ま
す
（
今
年
度
４
・
５
月
５
人
増
員
）（
交
流
室
だ
よ
り
N
o９
５
）
７
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o３
２
「
ご
存
知
で
す
か
高
齢
者
向
住
宅
巡
回
相
談
事
業
」
１０
矢
向
地
域
ケ
ア
プ
ラ
ザ
受
託
運
営
開
始
矢
向
地
域
ケ
ア
プ
ラ
ザ
受
託
運
営
開
始
１１
２４
時
間
巡
回
型
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
事
業
を
西
区
で
開
始（
当
時
，
横
浜
市
全
体
で
は
西
区
含
め
３
区
で
実
施
）
２４
時
間
巡
回
型
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
事
業
を
西
区
で
開
始
全
体
研
修
５
年
表
彰
１２
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o３
３
「
協
会
が
取
り
組
む
新
し
い
事
業
」「
新
法
人
の
準
備
状
況
に
つ
い
て
」
１ ９ ９ ７ （ 平 成 ９ ）
１
社 会 福 祉 法 人 横 浜 市 福 祉 サ ー ビ ス 協 会
社
会
福
祉
法
人
横
浜
市
福
祉
サ
ー
ビ
ス
協
会
設
立
総
合
的
な
福
祉
サ
ー
ビ
ス
へ
の
新
た
な
一
歩
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o１
０４
）
事
業
員
補
助
方
式
新
設
３
財
団
法
人
横
浜
市
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
協
会
解
散
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
よ
こ
は
ま
N
o３
４
「
横
浜
市
福
祉
サ
ー
ビ
ス
協
会
設
立
に
あ
た
っ
て
」「
横
浜
市
の
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
利
用
は
全
国
１
」
永
年
活
動
ヘ
ル
パ
ー
（
１０
年
）
の
集
い
４
横
浜
市
阿
久
和
ホ
ー
ム
受
託
運
営
開
始
（
現
新
橋
ホ
ー
ム
）
派
遣
調
整
課
・
企
画
研
修
課
へ
変
更
横
浜
市
阿
久
和
ホ
ー
ム
受
託
運
営
開
始
（
現
新
橋
ホ
ー
ム
）
１
，０
３０
円
６
藤
棚
地
域
ケ
ア
プ
ラ
ザ
受
託
運
営
開
始
藤
棚
地
域
ケ
ア
プ
ラ
ザ
受
託
運
営
開
始
７
瀬
谷
事
務
所
（
現
保
土
ヶ
谷
事
務
所
）
開
設
（
支
部
第
３
号
）
瀬
谷
事
務
所
（
現
保
土
ヶ
谷
事
務
所
）
開
設
（
支
部
第
３
号
）
８
横
浜
市
阿
久
和
ホ
ー
ム
を
新
橋
ホ
ー
ム
と
改
名
。
養
護
老
人
ホ
ー
ム
と
と
も
に
新
た
に
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
運
営
を
開
始
す
る
活
動
中
に
事
故
が
発
生
し
た
ら
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o１
１０
）
横
浜
市
阿
久
和
ホ
ー
ム
を
新
橋
ホ
ー
ム
と
改
名
。
養
護
老
人
ホ
ー
ム
と
と
も
に
新
た
に
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
運
営
を
開
始
す
る
１０
難
病
患
者
等
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
事
業
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
の
３６
５
日
派
遣
２４
時
間
巡
回
型
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
事
業
を
南
区
で
開
始
福
祉
サ
ー
ビ
ス
よ
こ
は
ま
N
o１
「
横
浜
市
福
祉
サ
ー
ビ
ス
協
会
の
組
織
」「
新
た
な
受
託
組
織
」
サ
ー
ビ
ス
拡
充
の
お
知
ら
せ
：
３６
５
日
実
施
・
難
病
患
者
生
活
支
援
巡
回
サ
ー
ビ
ス
拡
大
・
南
区
２４
時
間
実
施
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o
１１
１
）
難
病
患
者
等
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
事
業
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
の
３６
５
日
派
遣
２４
時
間
巡
回
型
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
事
業
を
南
区
で
開
始
新
橋
ホ
ー
ム
・
藤
棚
地
域
ケ
ア
プ
ラ
ザ
で
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業
開
始
藤
棚
地
域
ケ
ア
プ
ラ
ザ
で
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業
開
始
新
橋
ホ
ー
ム
で
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業
開
始
横浜市ホームヘルプ協会の設立・変遷過程 ２４５
年
月
法
人
沿
革（
十
周
年
記
念
誌
・「
福
祉
の
ま
ち
」・
協
会
H
P
よ
り
）
新
聞
記
事
等
ヘ
ル
パ
ー
の
雇
用
関
連
サ
ー
ビ
ス
在
宅
支
援
・
通
所
施
設
職
員
・
機
構
出
版
物
事
務
所
・
支
部
活
動
そ
の
他
（
記
念
行
事
等
）
国
の
動
き（
制
度
関
連
）
ヘ
ル
パ
ー
時
給（
各
年
度
）
待
機
保
障
（
各
年
度
）
介
護
手
当
時
給（
各
年
度
）
１ ９ ９ ８ （ 平 成 １０ ）
２
社 会 福 祉 法 人 横 浜 市 福 祉 サ ー ビ ス 協 会
設
立
記
念
講
演
会
タ
イ
ム
ヘ
ル
パ
ー
の
導
入
ひ
と
り
で
悩
ま
ず
相
談
を
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o１
１２
）
タ
イ
ム
ヘ
ル
パ
ー
の
導
入
設
立
記
念
講
演
会
（
全
体
研
修
）
１
，０
３０
円
７４
０
円
５１
０
円
３
チ
ー
ム
運
営
制
の
導
入
神
奈
川
新
聞
３
／２
８
「
長
続
き
せ
ぬ
介
護
役
市
福
祉
サ
ー
ビ
ス
協
派
遣
の
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
」
チ
ー
ム
運
営
方
式
の
導
入
に
つ
い
て
（
鶴
見
西
南
緑
泉
戸
塚
）
チ
ー
ム
制
，
タ
イ
ム
曜
日
・
時
間
帯
固
定
制
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o１
１６
）
福
祉
サ
ー
ビ
ス
よ
こ
は
ま
N
o２
「
サ
ー
ビ
ス
ご
利
用
マ
ッ
プ
」
「
老
人
保
健
福
祉
マ
ッ
プ
」
チ
ー
ム
運
営
制
の
導
入
，
活
動
着
の
お
知
ら
せ
ヘ
ル
パ
ー
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
開
設
（
６
ヶ
所
）
５
ホ
ッ
ト
ほ
っ
と
福
祉
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
ホ
ッ
ト
ほ
っ
と
福
祉
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
１
，０
４０
円
８
金
沢
事
務
所
（
支
部
第
４
号
）
開
設
金
沢
事
務
所
（
支
部
第
４
号
）
開
設
９
地
域
交
流
セ
ミ
ナ
ー
（
地
区
別
研
修
）
も
名
称
変
更
矢
向
地
域
ケ
ア
プ
ラ
ザ
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業
開
始
神
奈
川
新
聞
９
／１
５
「
地
域
に
生
き
る
意
欲
を
支
援
市
民
参
加
で
１４
年
」
福
祉
サ
ー
ビ
ス
よ
こ
は
ま
N
o３
「
ご
存
知
で
す
か
ヘ
ル
パ
ー
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
」
１０
ホ
リ
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
開
始
２４
時
間
巡
回
型
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
事
業
実
施
地
域
の
拡
大
（
鶴
見
，
西
，
南
，
金
沢
，
戸
塚
，
瀬
谷
の
６
区
）
知
的
障
害
者
へ
の
ガ
イ
ド
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
開
始
ホ
リ
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
２４
時
間
巡
回
型
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
事
業
実
施
地
域
の
拡
大（
鶴
見
，
西
，
南
，
金
沢
，戸
塚
，瀬
谷
）
知
的
障
害
者
へ
の
ガ
イ
ド
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
ヘ
ル
パ
ー
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
東
神
奈
川
開
設
１２
中
山
地
域
ケ
ア
セ
ン
タ
ー
受
託
運
営
開
始
及
び
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業
開
始
新
鶴
見
ホ
ー
ム
（
仮
称
）
建
設
工
事
着
工
ア
フ
タ
ー
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
（
１０
～
１２
月
重
点
月
間
訪
問
充
実
）
ヘ
ル
パ
ー
の
自
己
点
検
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o１
２５
）
中
山
地
域
ケ
ア
セ
ン
タ
ー
受
託
運
営
開
始
及
び
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
事
業
開
始
新
鶴
見
ホ
ー
ム
（
仮
称
）
建
設
工
事
着
工
ヘ
ル
パ
ー
電
話
相
談
開
設
１ ９ ９ ９ （ 平 成 １１ ）
２
チ
ー
ム
運
営
方
式
と
ヘ
ル
パ
ー
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
１２
区
３７
チ
ー
ム（
交
流
室
だ
よ
り
N
o１
２７
）
鶴
見
・
神
奈
川
・
西
・
中
・
南
・
金
沢
・
港
北
・
緑
・
戸
塚
・
栄
・
泉
・
瀬
谷
１２
区
１４
ヶ
所
ヘ
ル
パ
ー
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
３
活
動
感
謝
の
集
い
開
催
福
祉
サ
ー
ビ
ス
よ
こ
は
ま
N
o４
「
横
浜
市
中
山
地
域
ケ
ア
セ
ン
タ
ー
」「
老
人
保
健
福
祉
マ
ッ
プ
横
浜
市
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
７
年
連
続
全
国
一
」
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
育
成
研
修
終
了
報
告
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o１
２８
）
Ｓ
６１
：
６０
時
間
３０
回
，
Ｈ
４
：
２
級
課
程
１ ０
２
時
間
：
２１
回
，Ｈ
８
：
３
級
課
程
：
６１
時
間
２４
回
開
催
ひ
と
り
で
悩
ま
な
い
で
ふ
れ
あ
い
１１
０
番
か
ら
の
お
知
ら
せ
ヘ
ル
パ
ー
手
帳
改
訂
（
Ｈ
１
作
成
後
修
正
，
Ｈ
１１
度
版
作
成
）（
交
流
室
だ
よ
り
N
o
１２
８
）
活
動
感
謝
の
集
い
（
永
年
活
動
表
彰
，
５
年
表
彰
）
５
泥
亀
地
域
ケ
ア
セ
ン
タ
ー
受
託
運
営
開
始
泥
亀
地
域
ケ
ア
セ
ン
タ
ー
受
託
運
営
開
始
ヘ
ル
パ
ー
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
老
松
新
設
１
，０
５０
円
７
協
会
設
立
１５
周
年
記
念
事
業
と
し
て
『
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
応
援
B
O
O
K
』
を
出
版
協
会
設
立
１５
周
年
記
念
事
業
と
し
て『
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
応
援
B
O
O
K
』を
出
版
８
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
の
指
定
を
受
け
る
（
戸
塚
事
務
所
，
港
北
事
務
所
，
瀬
谷
事
務
所
，
金
沢
事
務
所
，
南
事
務
所
，
本
部
）
１０
月
よ
り
介
護
保
険
の
申
請
受
付
が
始
ま
り
ま
す
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o１
３３
）
協
会
職
員
・
嘱
託
職
員
（
チ
ー
フ
・
介
助
員
）
募
集
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
の
指
定
を
受
け
る
（
６
施
設
）
９
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
の
指
定
を
受
け
る
（
矢
向
地
域
ケ
ア
プ
ラ
ザ
，
藤
棚
地
域
ケ
ア
プ
ラ
ザ
，
中
山
地
域
ケ
ア
セ
ン
タ
ー
，
泥
亀
地
域
ケ
ア
セ
ン
タ
ー
，
新
橋
ホ
ー
ム
）
福
祉
サ
ー
ビ
ス
よ
こ
は
ま
N
o５
「
介
護
保
険
申
請
間
近
に
迫
る
」
介
護
保
険
説
明
会
の
お
知
ら
せ
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o１
３４
）
協
会
職
員
・
嘱
託
職
員
（
チ
ー
フ
・
ケ
ア
）
募
集
指
定
居
宅
介
護
支
援
事
業
者
の
指
定
を
受
け
る
（
５
施
設
）
１０
要
介
護
認
定
申
請
受
付
開
始
嘱
託
職
員
（
介
助
員
）
募
集
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o１
３５
）
要
介
護
認
定
申
請
受
付
開
始
１１
協
会
職
員
募
集
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o１
３６
）
１２
指
定
通
所
介
護
事
業
者
の
指
定
を
受
け
る
（
矢
向
地
域
ケ
ア
プ
ラ
ザ
，
藤
棚
地
域
ケ
ア
プ
ラ
ザ
，
中
山
地
域
ケ
ア
セ
ン
タ
ー
，
泥
亀
地
域
ケ
ア
セ
ン
タ
ー
，新
橋
ホ
ー
ム
）
嘱
託
職
員
（
チ
ー
フ
）
募
集
（
交
流
室
だ
よ
り
N
o１
３６
）
指
定
通
所
介
護
事
業
者
の
指
定
を
受
け
る
（
５
施
設
）
※
横
浜
市
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
協
会
歴
史
年
表
は
１９
６２
年
か
ら
２０
０６
年
ま
で
作
成
し
て
あ
る
が
，
こ
こ
で
は
１９
７５
年
か
ら
１９
９９
年
に
つ
い
て
掲
載
す
る
。
２４６ 松山大学論集 第１８巻 第６号
注１）横浜市ホームヘルプ協会が発行しているヘルパー向けの通信紙（毎月発刊），利用者向
けの広報誌（年３回発刊），１０周年記念誌，協会ホームページ，事業年報，利用案内パン
フレット等を参照して作成した。
２）横浜市福祉サービス協会のパンフレット「福祉のまち『よこはま』から」，平成１７年度
事業年報に掲載されている「協会のあゆみ」，またヘルパー向けの通信紙（毎月発刊）に
ついて記載されている部分をもとに作成した。
３）１９８６年４月より延べ７５回開催し，ホームヘルパー養成研修実施要綱にもとづき，１９９２
年度からは２級課程，１９９６年度からは３級課程と変更され継続していたが，１９９９年３月
でホームヘルパー養成研修すなわち「育成研修」は終了となった。
４）協会報「ホームヘルプよこはま」は，１９９７年１０月「福祉サービスよこはま」，２００４年
４月「ちゅーりっぷ通信」と名称変更し，現在に至っている。
５）以前より要望があり，ヘルパー同士の交流，相談指導員との交流を図るための場所を確
保するための交流スペースを作った「交流室だより」（１９８８．８．２５）。
６）相談指導員とヘルパーとの接点を多くするため土曜の午後に，相談指導員が２名常駐
し，ヘルパーの活動上の悩み相談に応じる機会を作った「交流室だより」（１９８８．９．２５）。
しかし１９９４年度以降行われていない。
７）主任家庭奉仕員制度とは，家庭奉仕員間の連絡・指導・助言等を行うために置くいわゆ
る家庭奉仕員をまとめる役目を担うために配置された。しかし，１９９２年「ホームヘルプサ
ービスチーム運営方式推進事業の実施について」において主任家庭奉仕員は廃止され，チ
ーム内で中核となるのは主任ヘルパーであると位置づけた。
８）この時期週１回午後の時間帯に地区ごとの懇談会が開催され，自主的な勉強会や集まり
をする動きが見られた。
９）チーム運営方式とは，ソーシャルワーカー，看護師等との連携の下に基幹的な主任ヘル
パーとその他（パートヘルパーを含む）が一体となって運営することを目的としている。
１０）２４時間対応ヘルパー事業とは，派遣時間を昼間（９時～１７時），早朝（７時～９時），夜
間（２１時～翌朝７時）に分け，２４時間体制で老人ホームヘルプサービス事業を提供する
ために体制整備を行うこととしている。
１１）１９９４年以降の新規登録者数，登録抹消者数に関する資料については現在入手が難しい。
１２）他に「ヘルパーと利用者の割合の地域差は年々顕著に見られるようになり，こうした状
況の中，区内で需要を完結することは不可能であり，居住地区以外でも活動可能なヘルパ
ーに他地域での活動を依頼して，サービスを実施している。また，１人の利用者に対して
ヘルパーが曜日ごとに交替で対応するケースなども多く，ヘルパー不足は利用者とヘルパ
ー間の調整をより複雑にさせている。従って，実際の動きの中ではこの数値以上にヘルパ
ー不足は深刻である」と述べている。（平成元年度事業報告．p２５）
１３）ヘルパー確保のための賃金体制の整備は，扶養控除枠のために１人あたりの活動時間を
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減らさなくてはならなくなり，さらにヘルパーの人員確保の必要性が出てくるという悪循
環に陥る一面もあった。
１４）利用者の介護の必要性を考慮するやり方は，介護保険の要介護認定の考え方の先取りと
もいえる。協会の「介護手当」の中身は次のようなものである。Aランク（最重度）は介
護手当単価×総時間，Bランク（重度）は介護手当単価×総時間×２／３，Cランク（中程
度）は介護手当単価×総時間×１／３の手当が支給された。Dランクは家事業務のみで介
護手当は支給されない。介護手当単価は，１時間あたり３８０円（１９９０年度）であった。２００６
年度に介護手当は廃止となった。
１５）ちなみに，この経験加算制度は現在も存続しており，２００５年７月現在では経験５年かつ
２，５００時間以上の経験者には１０円，経験１０年かつ７，０００時間以上の経験者には２０円が加
算されている。
１６）交流室だより（１９９１．１０．２５）では「グループ活動助成について」として地域のグループ
や育成研修同期会のグループなどさまざまなグループができることによって，仲間作りが
すすみ，自主的研修等もすすめたいと伝えている。このグループ活動助成制度は２００４年
度以降行われていない。
１７）全国福祉公社等連絡協議会（１９９２）参照。ヘルパー感謝会は地域住民の社会啓発も兼ね
ていると記載されている。
１８）交流室だより（１９８８．９．２５）では，「ポスター見ましたか」という見出しで神奈川新聞
に「体験してみませんかホームヘルパー」と広告を載せたことを，交流室だより
（１９８９．１０．２５）では，「あれ？ 協会のポスター」という見出しで「生活が仕事です」と
ポスターを町内会の掲示板に掲示したことを掲載している。また，広報よこはまに「お知
らせホームヘルパー募集」（１９８５．２），「介護の手が足りない家庭にホームヘルパーを派遣」
「ホームヘルパーも募集」（１９８５．３）を掲載している。
１９）ヘルパーの派遣開始までの期間短縮を図るために，定期に活動するヘルパーが決定する
までの期間に早期対応ヘルパーが一時的に活動し，利用者へのサービス提供開始期間のス
ピードアップを目指した。
２０）「人件費補助方式」から「事業費補助方式」へ国庫補助基準が移行したことにより，ホ
ームヘルプサービス事業所では事業運営の改革を余儀なくされた。具体的にはサービス基
盤整備のための取り組み，すなわちサービスのコスト管理，事業の効率化及び利用者の介
護ニーズに即したサービスの質の向上等の取り組みである。
２１）交流室だより（１９９７．３．２５）では，「新たな一歩」という書き出しから始まり，（財）横
浜市ホームヘルプ協会は（福）横浜市福祉サービス協会に改組し，新法人としての方針を打
ち出している。
福祉サービスよこはま（１９９７．１０）では，「理事長の挨拶」から始まり協会の組織の説明
が続いている。そして新たな受託施設については写真付きで説明をしている。
２２）交流室だより（１９９８．３．２５）では，「チーム運営方式の導入について」という書き出し
２４８ 松山大学論集 第１８巻 第６号
でチーム運営方式の導入により，地域密着サービスを目指すと掲載している。
神奈川新聞（１９９８．９．１５）は「地域に生きる意欲を応援」という見出しで横浜のホーム
ヘルプサービス市民参加で１４年と現状を伝えている。
福祉サービスよこはま（１９９８．９）では，「ご存知ですかヘルパーステーション」と特集
を組み，チーム運営方式の説明，具体的な活動の流れを掲載している。
２３）横浜市は１区に１館，ケアセンターを設置していく「地域ケアセンター構想」を打ち上
げ，ケアセンターには「福祉機器展示コーナー」を設け，区内の福祉機器の利用等の相談
を受けること，また，区内のケアプラザの統括的機能の役割をケアセンターに付加するこ
とを目的としてケアセンターを設置した。従って，ケアプラザの中でケアセンターの名称
で「福祉機器相談コーナー」を持つ施設，他は通常の業務（通所介護，地域交流活動，福
祉相談・情報提供活動）を行う施設はケアプラザの名称を使用している。２００３年度からす
べてケアプラザの名称になり，現在地域包括支援センター機能をも有している。
２４）この時期の「交流室だより」は協会職員・嘱託職員募集の記事が毎月続き，いかに協会
が人材確保に四苦八苦していたかがわかる。
２５）休職派遣では派遣先に従業員に対する指揮命令権が移転するが，労働契約は派遣先に移
転せず出向とは異なる。協会の休職派遣期間は３年であった。
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